
金属材料の破壊靭性の理解は、加工硬化のそれと並ぶ材料
科学上の難題である。その理由のひとつは、「靭性」の概念が
そもそも物理的に何を意味するのかが必ずしも判然として
いない、或いは、少なくとも分かりにくいということにある。
1971年10月京都で開催された「Toward Improved Ductility 

and Toughness」という国際シンポジウムの会議録「鋼の強
靱性」の冒頭に、鈴木秀次先生の「延性と靭性の原子論的基
礎づけ」と題する論文が掲載されている。そしてその論文の
最初に次のような記述がある 1）。
「延性と靭性は明快に定義できる定量的概念ではなく、変

形や破壊に関する諸性質を総合した概念である。これらの性
質はより基本的な過程、例えば局所的応力集中の緩和、機械
的エネルギーの消散及び吸収、加工硬化、亀裂の成長などに
依存している。」（原文まま）

この記述の中で特に「明快に定義できる定量的概念ではな
く」の箇所は、格子欠陥論を基盤とした材料科学の分野で日
本を代表した大家の言葉として率直に受け止めるべきであ
ると同時に、当時の多くの格子欠陥研究者が破壊現象の研究
に対して持っていた意見を代弁したもののように思われる。
すなわち「靭性」という物性は、 結晶格子欠陥を中心とした
物理的背景を土台に定量的に取り扱おうとすると、それを拒
む多くの曖昧さを含んだ問題であるとの認識である。しか
し1980 年前後 , そのような状況を打開しようとする兆しが、
格子欠陥研究者の中に現れて来たように思われる 2）。その1

つが、き裂（crack）の先端を、丁度、転位（dislocation）と同
じように弾性特異性を持つ線欠陥として捉えることにより、

「き裂とその他の格子欠陥との相互作用」という切り口で、き
裂の挙動を議論する動きが出てきたことである。言うまでも

なく、結晶性材料の塑性変形の問題は今日、転位論を基盤と
して議論されている。一方破壊の問題については、き裂がそ
の主役であり、き裂の力学としての破壊力学が確立されてい
るが、上記の動きは、そのような固体力学と材料科学の学際
的・融合的研究と言えるかもしれない。

そこで表1は、き裂進展と転位運動を対比させたものであ
る。個々の転位の運動を考えたとき、転位がある安定な格子
位置から次の安定位置に至るまでのエネルギー障壁をパイ
エルスーナバロ障壁（Peierls-Nabarro barrier）と呼ぶ 3）。一
方、き裂の進展に際しても、1つ1つの原子間結合の切断に要
するエネルギー障壁がき裂進展方向の格子間距離を周期と
して存在するはずであり、それを格子トラップ障壁（lattice 

trapping barrier）と呼ぶ 4,5）。両者はいずれも、その移動に際
しての格子間距離を周期とするエネルギー障壁という意味で
同等のコンセプトと言える。

次に応力場の中にある転位に作用する力としてピーチ・
ケーラー力（Peach-Koehler force）が良く知られているが 3）、
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これをき裂の問題に置き換えて見てみると、応力場の中にあ
るき裂先端に作用する力として、応力拡大係数の2乗に比例
するき裂進展力（crack extension force）に対応する 6）。

以上のような転位とき裂先端の類似性に基づけば、転位論
に基づいて固溶硬化（転位︲溶質原子相互作用）や加工硬化

（転位︲転位相互作用）が議論されるように、き裂とその他の
結晶格子欠陥との相互作用を用いて、き裂進展に及ぼす格子
欠陥の影響を考えることが出来るはずである。すなわち、破
壊に対する抵抗力（靭性）に及ぼす材料組織の影響もまた、
き裂︲格子欠陥相互作用を基盤とした定量的取り扱いが可能
になるのではと期待される。そのためには、き裂と結晶格子
欠陥との相互作用の定式化が必要になる。これに関して先
駆的仕事を行った研究者の1人が、き裂︲転位相互作用を定
式化し、転位によるき裂先端局部応力の遮蔽効果を提唱した
Robb Thomsonである 7）。

まず図1に示すようなσ0の外部応力が負荷されたときの
モードIき裂を考えると、そのき裂先端近傍（rθ）の座標点
における応力成分σijは式（1）で与えられる。 

   （1）

ここで fij（θ）は角度関数であり、KIは外力による応力拡大係
数（stress intensity factor）で、式（2）で表わされる（ここで
はモードIき裂とする）。 

   （2）

このように、弾性的な挙動を取る連続体中のき裂先端近傍の応
力は、き裂のモードによらず、rがゼロに近づくと1/√rに比例
して無限大に発散する。応力拡大係数KIはそのようなき裂先
端での応力発散の程度を一義的に定義すると同時に、前述の
ようにその2乗がき裂進展力に比例するという明快な物理的
意味を持つ。

次に、き裂先端近傍に転位が導入されると、その転位の内
部応力もまたき裂先端近傍で発散するはずであり、それは式

（1）と同様の形で次式のように書ける。

   （3）

ここでkIDは転位による応力拡大係数への寄与である。そこ
で外部応力に加えて転位の内部応力が存在するとき、その全
応力 は式（2）と（3）の和で表わされる。

   （4）

ここでkIは局部応力拡大係数と呼ばれ、次式で示される。

   （5）

この局部応力拡大係数kIは、外力による応力拡大係数KI（外
部応力拡大係数）に加えて、転位の内部応力の寄与kIDも考慮
した、き裂先端近傍の実質的な応力拡大係数である。 このよ
うな局部応力拡大係数kIが存在する時、き裂進展力（エネル
ギー開放率とも呼ばれる） Fcは平面ひずみの条件下で、式（6）
で与えられる。 

   （6）

そして、き裂進展の臨界条件はグリフィス理論で与えられ
る。すなわち、き裂進展力Fcが表面張力γsに達すると破壊が
起こる。これは次式（7）で表わされる。

   （7）

これより、き裂が進展する時の外部応力拡大係数KI、すなわ
ち破壊靭性値KICは次式（8）のように書ける。

   （8）

式（8）において、第1項は原子間結合の切断に必要な項であ
り、第2項は転位の内部応力の寄与を示している。すなわち、
材料の靭性は基本的に2つの因子、すなわち

（1）応力集中に対する抵抗力となる原子間結合の強さ、
（2）応力集中を和らげる塑性緩和能力、
によって支配される。そしてこの式（8）により、破壊靱性値
というマクロな力学物性を転位という微視的な格子欠陥に直
接結び付けることができる。また第2項のkIDは、一般に負の
値（外部応力と逆符号）を持つため、転位の導入により破壊
靭性値KIは増加する。すなわち転位が導入された場合、その
内部応力による局部応力拡大係数kIDは、一般に外力による
応力集中を緩和低減する。この現象は恰も、き裂先端に集中図1　き裂先端を原点とした極座標系
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しようとする応力場を転位が遮蔽しブロックしているよう
に捉えることが出来るため、転位によるき裂先端局部応力の
遮蔽効果（crack-tip shielding by dislocations）と呼ばれるよ
うになった。図2はその様子を直感的に示した計算結果であ
る 2）。左図はその計算モデルで、引張応力により亀裂先端か
ら刃状転位のペアが生成された状態を示している。右図はこ
のモデルに基づき、き裂面に作用する法線応力の分布を計算
した結果である。但し、この計算では外力は付加しておらず、
転位による内部応力のみの寄与を示している。なお図中の陰
影は、応力値が負（圧縮）であることを意味する。図中、転位
の存在する場所に特異性が現れているが、それに加えて、き
裂先端にも特異性が生じ、しかもそれは圧縮応力である。す
なわち引張外力のもとで導入された転位の内部応力は圧縮応
力の発散（kID <0）を生み出し、そしてこの圧縮応力は外力に
よる引張応力の発散を緩和（遮蔽）し、き裂進展を抑制し破
壊靭性値を増大させることになる。 なおkIDの値は、転位の
位置、性格（バーガースベクトルの刃状、ラセン成分の大き
さ、符号）が決まれば具体的に計算できる 7）。そしてそれは2

次元問題だけでなく三次元空間に広がった転位ループについ
ても定量的に計算可能である 8）。 

以上、転位による応力遮蔽効果の考え方について概説した
が、この効果は次のような形で実証されている。
（1）  き裂先端応力場の可視化：イオン結晶やシリコン結晶

など透光性モデル結晶中のき裂先端近傍の応力状態を
光弾性法を用いて可視化し、図2の理論計算に対応す
る転位によるき裂先端応力遮蔽場（圧縮応力場）を観
察した 9,10）。

（2）  超高圧電子顕微鏡法による遮蔽転位の解析：き裂先端
近傍に生成された転位の性格付けを詳細に行い、文献
8）の計算手法を用いて、式（8）中のkID を具体的に計
算し、そこで観察されたき裂先端近傍の転位が、遮蔽
効果の役割を果たしていることを立証した 11）。

（3）  破壊靭性試験による遮蔽効果の立証：き裂遮蔽転位
を導入した試料とそれを消滅させた試料の2種類を準
備し、いずれも転位が動けない低温で破壊靭性試験を
行って靭性値を比較し、遮蔽転位の存在により靭性値
が大きく増加することを示した 12）。

表2は鉄系合金での一例で、Fe-5wt.％ Si単結晶のECT試
験片に前変形で遮蔽転位を導入したものと、その後の焼鈍で
それを低減したものとを3本づつ準備し、77Kで破壊靭性試
験を行い、その破壊靭性値を測定した結果である。遮蔽転位
を含む試料の靭性値の平均が25.5MPa√mであるのに対し
て、低減した試料のそれは12.6 MPa√mであり、いずれも脆
性破壊しているにも拘らず、遮蔽転位の存在によって靭性値
が大きく増加している。

以上、「塑性変形が何故、破壊靭性値を増加させるのか？」
「き裂先端近傍での塑性緩和機構の主体は何か？」との問い
に対して、「転位」による応力遮蔽効果を中心に述べてきた。
このような考え方に基づいて、
（a） 延性—脆性遷移（Ductile-to-brittle transition, DBT） 2）、
（b）破壊靭性やDBTに及ぼす添加元素の効果 13）、
（c）結晶粒微細化による強度・延性改善の両立 14）、
などの諸問題について理解を深めることが可能である。
さて「靭性 （toughness）」という物性は、例えば上述のKIC

というパラメータを用いれば、材料の破壊抵抗の定量的指標
となるが、それは結局、材料の如何なる能力を意味するもの
であろうか？  図3は塑性緩和によるき裂先端近傍の応力分
布の変化を概念的な模式図で示したものである。曲線Aは、
ある外部応力負荷のもとで全く塑性緩和の起こっていない

図2　 転位による応力遮蔽効果 . 左図は計算モデル．外力はゼロ．右図は
き裂面に垂直な法線応力分布。陰影領域は圧縮応力（応力の単位： 
MPa） 図3　塑性緩和による応力分布の変化を示す模式図

表2　転位遮蔽効果の靭性値への寄与（Fe-5wt.％ Si）
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モードIき裂先端前方の応力分布（き裂面に平行な面に作用
する法線応力成分）を示している。曲線B は、曲線Aの時と
同じ外部負荷のもとで、き裂先端から転位が放出された結
果、その遮蔽効果によって局部応力拡大係数が低下した状態
を示している（すなわちkA>kB）。ここで、曲線AとB の両者
について原点0からx軸に沿って十分遠方まで積分すれば、
その値は、外部負荷は同一であることから一致するはずであ
る。このことは、曲線Aでき裂先端近傍に集中していた応力
の一部がそのまま、曲線Bではき裂先端から遠く離れた領域
に広く薄く再分布したことを意味する。そこでは転位がその
応力再分配を引き起こす基本素子として機能し、それが弾性
的特異点として内部応力源の役割を果たし、応力集中を緩和
している。その結果、局部応力拡大係数は減少し、き裂進展
力は低減され、破壊は抑制される。ここで注意すべきことは、
き裂先端近傍での塑性変形による応力緩和は決して応力の
一部消滅ではなく、集中応力の再分配であるということであ
る。つまり靭性とは、「き裂先端に集中しようとする応力の分
散能力」を示すもので、これは外部負荷により発生した「ス
トレス」を、内部応力を通して材料のなかで協力して分かち
合う自然界の強かな「ストレス対処法」と言えるかもしれな
い。 

本稿を終えるにあたり、恩師の高村仁一先生、成田舒孝先
生、そして田中將己九大准教授を初めとする京大・九大時代
の研究室やご関係の皆様に深甚なる謝意を表するものであ
る。
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